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Ⅰ　第６回委員会の指摘事項



2

1.費用負担範囲

　1-1 費用の負担範囲はどう設定するのか？

2.検討対象範囲

　2-1 鉄道事業者や鉄道利用者への影響は考慮しないのか？

　2-2 費用便益分析（B/C）に用いる直接効果と客観的指標で取り上
げる効果項目を明確に分類する。

　2-3 便益計測項目として除く項目の理由を明確にする。

3.計測手法

　3-1 「踏切に伴う時間損失を固定値として･･･」と表現しているが、
損失時間は固定値なのか？

　3-2 踏切事故解消便益で、事故損害額を地域特性に応じて設定し
てもよいという表現は、どのような考え方に基づくものか？

　3-3 歩行者・自転車の時間短縮便益も便益として計測するべき。
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1.費用負担範囲

　1-1 費用の負担範囲

対応方針指摘事項

•費用の負担範囲はどう設定
するのか？

• 本マニュアルは公共事業の効率性
の確認をするために実施し、公共
側の負担が便益を上回っているこ
とを確認する。

• 鉄道事業者の負担については鉄道
事業者の便益と相殺されると考え
費用に含めないこととする。

• 費用については、連続立体交差事
業本体の費用及び連続立体交差事
業の効果発現のために最低限必要
となる関連事業の費用を計上する。
（P4ページ参照）
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［連続立体交差事業の評価における費用の計上範囲］
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対応方針指摘事項

•鉄道事業者の便益に関しては、鉄
道事業者は、受益相当分の費用負
担を行なっているため、評価の対
象としない。

•鉄道利用者の便益に関しては、直
接便益として、踏切事故に伴う鉄
道利用者の損失時間が考えられる
が、データが不足しているため、
今後の検討課題とする。

•鉄道事業者や鉄道利用者の
便益は考慮しないのか？

2.検討対象範囲

　2-1 鉄道事業者および鉄道利用者の便益
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対応方針指摘事項

• 費用便益分析は公共事業の効率性
を確認するために実施し、公共側
の負担が便益を上回っていること
を確認する。

• よって、費用便益分析では直接効
果の中で金銭的換算可能な項目を
便益計測項目とする。

• 客観的評価指標については、定性
的に、事業の採択にあたっての事
業の必要性、効果等をチェックす
るための指標である。

• よって、客観的評価指標の項目は
道路・街路事業の政策目標に沿っ
た項目とする。

•費用便益分析（B/C）に用い
る直接効果と客観的指標で
取り上げる効果項目を明確
に分類する。

　2-2 B/Cの直接効果項目と客観的指標の項目分類



7

［連立事業・関連道路の整備による効果の波及フロー］

住環境の改善

直
接
効
果

そ
の
他
効
果

踏切の除去新たな道路の創出(整備)

鉄道運営の改善

踏切維持費
の解消

沿線地域の
両市街地の一体化

都市空間の増加
（利便性、魅力向上）

緊急活動の
円滑化によ
る安心感

向上

交流機会
の拡大

環境への
影響

街路事業･区画整理事
業等の関連事業の誘発

高架下空間
の創出

・都市側
・鉄道事業者

交通事故減
少

移動時間
短縮

道路利用者 鉄道事業者・鉄道利用
者

沿線地域住民

・自動車
・歩行者
・自転車

走行費用
減少

・自動車
・歩行者
・自転車
・鉄道利用者
・鉄道事業者

鉄道の立体化

交通容量の拡大 一旦停止の解消迂回の解消 踏切遮断の解消

歩行者・自
転車の安心
感・快適性

の向上

走行快適性
の向上

連立事業・関連道路整備の実施

便益計測対象項目
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対応方針指摘事項

• 計測する対象便益としては、金銭
的に計測可能なものとする。

• 便益計測項目として除くものは、
次のとおり整理した。

１ .“計測の精度上問題あるもの計測の精度上問題あるもの”

２ .“算定方式が確立されていないもの算定方式が確立されていないもの”

３ .“計測可能だが便益が小さいもの計測可能だが便益が小さいもの”

４ .“鉄道事業者側の便益鉄道事業者側の便益”

•便益計測項目として除く項
目の理由を明確にする。

　2-3 便益計測項目の除外理由



9

［直接効果の便益帰着先と計測対象の検討］

迂回解消による時間の短縮 ○
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対応方針指摘事項

•「踏切に伴う時間損失を固定値と
して･･･」の意味は、各踏切毎に踏
切遮断時間、交通量等について調
査を実施し、調査結果より各踏切
固有の損失時間を定めるとの意味。

•したがって、表現が適切でなかっ
たため表現を改める。

「踏切に伴う時間損失を固定
値として･･･」と表現してい
るが、損失時間は固定値な
のか？

3.計測手法

　3-1 損失時間の設定
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対応方針指摘事項

•人的，物的損害額は、地域による
相異が見られるため、このような
表現を用いた。

•なお、原単位等設定に際しては、
標準値以外の適用も想定している
主旨をマニュアルの基本的考え方
で言及することにしている。従っ
て、個別計測のところでの記述は
削除する。（マニュアル案･･･第1
頁の1.(1)参照）

•踏切事故解消便益で、事故
損害額を地域特性に応じて
設定してもよいという表現
は、どのような考え方に基
づくものか？

　3-2 踏切事故解消便益の地域特性
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図　人身損失額（死亡者のみ）の地域格差

〔損失額の地域格差〕
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対応方針指摘事項

•歩行者・自転車利用者の便益とし
て以下の２項目が考えられる。

①踏切遮断の解消による待ち時間の
解消。

②既設立体部への迂回解消

・②については便益が大きくなると
予想される場合に算定対象とする
こととする。

•歩行者・自転車の時間短縮
便益も便益として計測する
べき。

　3-3 歩行者・自転車の時間短縮便益
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〔歩行者・自転車の踏切待ち解消便益の考え方〕

◆計測の考え方

　　・現在踏切を横断している歩行者・自転車が踏切遮断によって被る
待ち時間を損失時間と捕らえて算定する。

◆算定式

　　Ｂ：踏切遮断時間解消による歩行者・自転車便益（円／年）

　　ｑi：各時間帯iの踏切を通過する歩行者・自転車交通量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人（台）/時）

　　ｒi：各時間帯iの踏切の遮断確率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位時間当たりの遮断時間）

　　Ｔi：各時間帯iの踏切の平均遮断時間（分）

　 α：歩行者・自転車の時間価値原単位（円／（人（台）・分））

( )∑ ××××= 3652iii α／ＴｒｑＢ
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〔歩行者・自転車の迂回解消便益の考え方〕

◆計測の考え方

　　・既設立体部を通過している交通量に対して、迂回解消便益を受け
る交通量を設定し、踏切がある場合とない場合の移動距離の差分
により損失時間を計測する。

◆算定式

　　Ｂ：迂回解消による歩行者・自転車便益（円／年）

　　ｑm：区間mの迂回解消便益を受ける交通量（人（台）/日）

　　ｌm：区間mの迂回解消距離（km）

　　ｖ ：歩行者・自転車移動速度（km/分）

　　α ：歩行者・自転車時間価値（円/（人（台）・分）） 　

( )∑ ××÷×= 365mmm αvlqＢ
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歩行者・自転車の迂回解消便益の試算例

◆前提条件

　・駅裏地域から駅表までに、近くの陸橋を通過すると想定

　・自由通路の利用者数（/日）：2千人、1千人、0.5千人

　・解消距離：(水平方向）0.24km､（上下方向：駅舎分）0.01√5km

◆迂回距離の概念図

▽水平方向距離　100+5+30+5+100=240m　▽上下方向（陸橋）の迂回距離

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10√5m

※上下方向の迂回距離については「道路の移動円滑化整備ガイド
ライン」（国土交通省　道路局企画課／監修）に従って算出。
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5m

5m
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※40年間の累積便益の割引現在価値（割引率＝4％、基準年：平成１５年）
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16812.636532.58昇り 2.4
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63647.61

1,27195.136532.583.60.242迂回
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百万円/年

日数α

円/(分･人)

ｖ

ｋｍ/ｈ

ｌ
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ｑ

千人

歩行者・自転車の迂回解消便益の試算結果
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Ⅱ　踏切損失時間の設定
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踏切リンク

1.時間短縮便益算定のフロー

対象地区及びゾーンの設定

連立供用年次の将来ＯＤ表の作成

交通量配分による予測

連立整備による便益の把握

（踏切有り・無しによる総走行時
間、総走行経費の差を計測）

配分条件の設定

・道路ネッワーク

・交通容量　　等

踏切リンクの設定

踏切の遮断状態の現地調査

踏切における自動車遮断状態
のモデル化

通常リンク

※踏切リンクに踏切損失時間を負荷
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　○　踏切による損失時間は、踏切に到着する自動車交通量（需要曲線）と
踏切通過交通量（踏切処理曲線）との関係から把握する。

２.踏切における損失時間の考え方

　○　平均踏切損失時間は次式により定義される。

　Ｌ　 ：　平均踏切損失時間（分）

　Ｌti　：　時間帯iにおける累積損失時間（分・台／時）（モデルより算出してもよい）

　ｑi　　：　時間帯iの踏切通過交通量（台／時）

平均踏切損失時間：Ｌ＝ΣＬＴi／Σｑi

需要曲線

踏切処理曲線　ｑ

時間

台数

踏切開放踏切遮断

累積踏切損失時間Ｌｔ
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３.踏切における自動車遮断状態の簡便なモデルの一例

遮断時間

開放時間

βi α

α

：累積損失時間

1サイクル

需要曲線

処理曲線

遮断・開放時間のパターン（実測値）

図　モデルの概念
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時刻
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βi＋１
単位時間　i

βi ：時間帯 i における交通量（台／時）（実測値）α：踏切交通処理能力（台／時）（実測値）
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４.損失時間の算定結果

　○　下記10踏切において本モデルにより算定した。

　　　概ね実測値の７，８割の値となる結果であった。

　

単位：分
表　踏切損失時間

79.1%0.901.13藤の牛島埼玉

77.6%0.570.74滑川鹿児島

67.4%0.761.12堅馬場鹿児島

89.0%0.710.80和泉屋鹿児島

61.3%1.041.70石神井５号東京

74.9%0.700.94石神井東京

76.2%2.032.67東町東京

71.7%0.991.38国立東京

68.5%0.791.16東岩槻埼玉

78.3%2.783.56春日部埼玉

Ｂ/Ａモデル(Ｂ)実測値(Ａ)踏切名都道府県
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■便益試算結果及び費用

■将来の割引現在価値額及び便益比（Ｂ/Ｃ）

2.301.43B／C

25,593百万円（H15)21,279百万円（H15)費用現在価値合計 C

58,750百万円（H15)30,519百万円（H15)便益現在価値合計 B

33,736百万円31,450百万円費用合計 (f+g)

8,736百万円8,450百万円道路事業・維持管理費 (g)

25,000百万円23,000百万円連立事業費 (f)

4,394百万円/年2,469.4百万円/年年間便益 (a+b+c+d+e)

なし（事故歴なし）0.4百万円/年踏切事故解消便益 (e)

202百万円/年27百万円/年歩行者・自転車踏切待ち解消便益 (d)

0百万円/年36百万円/年交通事故減少便益 (c)

13百万円/年88百万円/年走行費用便益 (b)

4,179百万円/年2,318百万円/年時間短縮便益 (a)

大都市圏
（踏切9ヶ所）

地方中核都市

（踏切3ヶ所）

５. Ｂ/Ｃの試算結果


